
公益社団法人全日本病院協会長殿

医療法人の附帯業務の拡大について

医政発 03 3 1第6号
平成 27年 3月31日

標記について、別添のとおり各都道府県知事及び各地方厚生（支）局長宛てに

通知を発出いたしましたので、御了知願います。
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各都道府県知事｜

〉殿

各地方厚生（支）局長｜

医政発03 3 1第5号

平成 27年 3月31日

厚生労働省医政局長

（公印省略）

医療法人の附帯業務の拡大について

医療法人の附帯業務については、医療法（昭和 23年法律第20 5号）第42条の

規定により、医療法人は、その開設する病院、診療所又は介護老人保健施設の業務に

支障のない限り、定款又は寄附行為（以下「定款等」としづ。）の定めるところによ

り、同条各号に掲げる業務の全部又は一部を行うことができることとされ、医療法人

の附帯業務の具体的な内容については、「医療法人の附帯業務について」（平成 19年

3月 30日付け医政発第03 3.0 0 5 3号。以下「通知」としづ。）の別表に取りま

とめられているところである。

今般、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律（平成24年法律第67号）等の施行、及び医療従事者の確保を目的とした

医療従事者の養成所に通う学生への奨学金の貸付の取扱いに関して、通知の別表の一

部を改正し、本年4月 1日から適用することとした。

貴職におかれては、下記の改正の内容及び留意事項について、御了知の上、貴管内

の医療法人等に対する周知方お即晶、する。

言己

第1 改正の内答

通知の別表の一部を別添の新旧対照表のとおり改正する。

第2 留意事項

新たに追加された業務を医療法人が行う場合にあっては、定款等の変更が必要

であるが、定款等の変更の申請の際には、医療法施行規則（昭和 23年厚生省令

第50号）第 32条第3項に規定する書類を申請書に添付すること。

また、各個別法で定められた所定の手続については、定款等の変更の認可後に

行うこと。ただし、これらの手続を並行して行う場合は、各手続の進捗状況に伴

い定款等の変更の認可日が遅れることはやむを得ないこと。
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or医療法人の附帯業務についてJ（平成19年3月30日医政発第0330053号）（抄）の一部改正 （別添）

（下線の部分は改正部分）

改正後

（別表）

第6号保健衛生に関する業務

I. 直接国畏の保健衛生の向上を主たる自的として行われる以下の業

務であること。

①～⑥（略）

⑦削除

金三金一（略）

金認可外保書施設で、あって、地方公共団体がその職員、設備等に関

する基準を定め、当該基準！こ適合することを条件としてその運営を

委託し、文はその運堂に要する費用を補助するもの。

＠（略）

⑩ 児童福祉法（昭和22年法律第 164号）第6条の3第9項に規

定する家産的保青事業、同条第 11填に規定する居宅訪問型保青事

業及び同条第12項に規定する事業所内保育事業。

※ 事業所内保育事業に限つては委託する場合も認めること。

日（略）

留意事項

1 （略）

2 霞療従事者の養成施設に通う学生への奨学金の貸付は、医療施設の

運営における医療従事者確保の目的の範囲内において、奨学金の貸付

に関する内部規定を設けるなど適切に行われる眼り、差し支えないこ

と。

3～4 （略）

改正前

（別表）

第6号保健衛生に関する業務

I. 宣接国民の保健衛生の向上を主たる目的として行われる以下の業

務であること。

①～⑥（略）

⑦病児・病後児保青事業（地方公共団体の委託又は補助を受けて実施

するもの。）

霊三盆 （略）

金認可外保育施設（児童福祉法第34条の 15に規定する家庭的保

青事業その他これに類する事業が行われる認可外保青施設を除

く。｝であって、地方公共団体がその職員、設備等に関する基準を

定め、当該基準に適合することを条件としてその運営を委託し、文

はその運営に要する費用を補助するもの。

盆（略）

（新設j

日（略）

留意事項

1 （略）

（新設）

2～3 （略）
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改正後 改正前

〔別添〉 mu添〉
0社会福祉法に基づく社会福祉率業の位置付け 0社会福祉法に基づく社会福祉事業の位置付け

イ医療注入M習の脱~· CQJ隊全医震注入が対象「GJl;t栓会医愈注入のみが対象 ー「医＇＂主人」羽の民明日［ QJI<企医俗法人が対＂＇ reJr<社会復綴偉人のみが対象

.［区分」欄の説明… 『本来Jとは本来%8r含示」とは平成問年厚生省台余'.llt"lS弘了保健むとは侯忽街出三閲する＂拐、『 2羽iは箆盛法人が行えな＇＂＇とを朱す． ーr区分J羽の訟，，. 司.［本来Jと陪本来＂＂努、『告釆 Jと＇＂平自主＂年厚生省含赤旗＂号 .f<家信むとは保健衡笠に閣する＂勝 f宣銅jは辰徳恋人が行えなコいことを守ηに

往金箱後蕊 各ま＆ 事案名‘筋t生名号事 介麗保険法制度におけるサービスー事案等 lllfl!恋人 区 分 働 考 社会福祉去 各 Eま 事案名.；宅後名等 介護保険忌制度におけるサービス・事案等 医療法人 区分 儲 考

教種施設 救謹施設

更生施設 亙生施設

＂＇活保 ru金
入的笠宮所と＋す因さるせ縁鑑て者生怠を活無の利後又助ぽを定行盟ラ怨こ純と金をで目 ＠ 告示 生施活盤保を除経〈忠．之の保護悠訟である電所提供

生活保＂＇五

主入的主計蹄とすさ図せる斑錨て者生窓を活鍋の斜を又夫助lまを定行闘うなこ斜と傘をで目 ＠ 告示 生施活置を保除箆〈車．上の保護施窓生である宿所鑓供

生計困難者に対する助罪 ＠ 告示 生計困難者に対する助事 ＠ 告示

早L!IE院 ＠ 告示 乳児院 ＠ 告示

母子生活支援施設 ＠ 告示 母子生活支援施設 ＠ 告示

児童華麗施訟 ＠ 告示 児童聾護施設 ＠ 告示

出1児童福祉＂＇ょの指定を受けること． 接1 児定福祉法上の指定を畳けるこι
見翠領祉i傘

当夜2道更進必が乙府要手妙後定で技政県織れある等副を況る3このに直担とが行伴玄は、し夏をい錯やて安．季2む行定；厳時手をう事司実続：得玄前宅説撃会怠との原に定い，，変行則事こう実更とと手官1こし事認．続てとの可出の郵変自陣害児入所施設 ＠ 告示

見霊福祉足

者髭Z道更進が必Z府要穆後手主れ事で続状擦実るあの署を況専笠こる凋のにとが行伴変定は．しをい更鎗やて受．手定む行Z鮮けE手をう放日る繍得続立等前、舎なとの環に定いは夜行劃放こ、う更とと手容こし~続Zとての可が~ 置害児入所施設 ＠ 告示

＂福役鍾者社露宴会 節福祉砲事を士案会

情緒障害児短期浩軍施設 ． 告示 情緒障害児短期治擢施設 ＠ 告示

児童自立支援施設 ． 告示 児童自立主援施設 ＠ 告示

聾箆老人ホーム 差置老人ホーム

乏人得役五ま 特別聾護老人ホーム 施2宜サービス 介護福祉施設サービス 老人被社公 特別聖護老人ホーム 施陵サービス 介護福祉施訟サーピス

経費者人ホーム（注） 。 告示 ＇＂＂＇ケアハウスのみ可 経費者人ホーム（在） 口 告示 （注〉ケアハウスのみ可

社す図常合会る書隻的た生者Jに活め活支のZのEを復ぴa 埠総
障害者支援施設 ＠ 告示

社す障官合官会る著盆町た生L者＂二め活玄の及のをび怨目法縫
阻害者支撮施設 ＠ 告示

領 傍

売春防止法 婦人程謹施設 ＠ 告示 売春防止i去 掃人保護施設 ＠ 告示

摂産施設 ＠ 告示 を生除活〈保．援農ょの保護施段である銀座路盤 授産施設 ＠ 告示 生を険活〈保．径三去よの保障箆盤である後産施殴

生利計で資図金鍛を劃磁こ温対すしてる事鋸案利子又は低 ＠ 告示 都注手道実続金府を鐸9貸Rた社付事事金室括堂主等主で也あ調っ会てが、行社っ会て福い錐る去生に活よ字Zる 主利主計で資図金践を者融に通対すしてる事無料象亭又は低 ＠ 告宗 野祉平道資縫府金を経貸県た役付事与会象福象祉等！盗であ担っ金てがー行社っ会て福1い後る去生に活よ福る

生計図強者に対する金銭等供与 。 告示 生音十図難者に対する金銭等供与 。 告示

集計図箆容に対する生活組鋭 。 告示 生計困難者に対する生活得政 。 告示

三.ai毘三魁盆i盆孟 E宮主孟E盟主瞳宜目l瞳葺墨 L薮設i

障害児適所主担率裳 。 告示 障害児置所主鑑事案 。 告示

障害児椙談主接事事 。 告示 障害児相議支援率草 。 告示

児童自立主活控助事藁 口 告示 見霊自立生活鑓助本草 。 告示

放震後児童怪全育成率裟 。 告示 放課後毘霊盤全育成事業 。 告示

子育て垣期支援事案 。 告示 子育て短期支援事草 。 告示

乳児家庭全戸訪問事業 。 告示 乳児家庭全戸訪問事業 。 告示

養育支援訪岡本草 。 告示 聾育支掻訪問事業 。 告示

地埠子育て主鑑担点事案 。 告示 地域子育て主鎮担点事業 。 電量泳
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京二極社会
福:tit.;j::%

一時預かり容量

見盆徹fil念

小if!＇槙佳居型児童華宵事聾

金想盤銀査蔓£

重思量宜皇霊

壬宜主鑑助室勤主主E事業

助産施設

県育所

児童庫生施設

児宜家庭主Iiセンター

児童の福祉増進相盟事象

l空l一町並茎一
量王J!lllI§盟主t孟王謹呈墨

主王霊llI1'!草草孟王抵亙韮

盈亙乏ま園誕左E丘紘足G比怠

事期日常生活支援率粟

母子J主至福祉施設

老人居宅介翠等事業

老人ヂイサービス率案

老人短期入所事業

老人福祉主主

小規綾多後能型居宅介援事業

認知定対応型老人会問隼＂怨助事案

筏会型サービス福祉容霊

老人デイザーピスセンター

老人短期λ所旋設

老人福祉センター

老人介謹主鑑センター

障害福祉サービス星第藁

居宅サービス事章

地培宙鷲型サービス率祭

介瞳予防サービス事実

居宅サービス事案

地織密着型サービス事案

介謹予防サービス事業

池畑氏百官省型合＂予防サピス...

居宅サービス事業

介謹予防サービス事業

地域宮渚型サービス事案

地周曾z型合II!予防ザーピス事業

地域密若型サービス事業

地泊省官居室合＂＇予防ザーゼス事実

池袋宮渚型サービス事業

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示
盈王＂＂＇＂＇－歪 l'広豆謹認翠二去盟盤王l!:!!I§
盆＂＇!ll!f釜茎；；1·官ニ~Ell§:ol主Z玄諸
皇軍王盟＂＇ :lfl>ι！：工註2τい盈掴合1－国語

。 告示

訪問介謹 。 告示 「＼

定期巡回ー随時対応型訪問介題惹誼 。 告示

夜間対応型訪問介謹 。 告示

介謹予防訪問介瞳 。 告示

遜所介瞳 。
告＂＇

話器3村ごのそと指かれに定らぞ介の、れ震叉委各保l託まサ線金老之ー法£.人bビ上菜箔ス旬園を後事行公実ラ上容事のと業市し所て町

E知症対応型通所介瞳

後4問支場こと3合事所：で案実は者葱定まと紋と青たしし等てて巴の定の閉変都指じ3写E定三は実2を3を受：菜；さ：でれ合既あ危ずにる事る介瞳予訪通J'J1介瞳 。 告示

介Ill予防認知書E対応型置所介盛

短期入所生活介謹 。 告示 例〔ーを案別款窃受ビ跨：芝3スFけに2の居5た羽お~玄宅；..けZ荷亙ザをSるEのrー行：.指買沼dラピで定Z忍会Zス長2を含＇.ヨ期L受5ニ）2にけE当~定2指宅＂＇定サ
介謹予防短期入所生活介謹 。 告示

小盟筏多復能型居宅介瞳

積議様雲議態軍薬需議1草努品怒1自,':'i・ 。 告示

介護予防小盟控多縫能聖居宅介護

認知護対応型尖間生活介謹 。 告示

介謹予防認知症対応型共同生活介Ill 。 告示

祖の合組E合E妙せ、に→限ゴスる〈ー小｝規筏多領健史厨宅介窓及び鈎問看患 。 告宋

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示 回行がう£目本忍支叫，定局なごすと宅一事にの日Z変.. ，更叫＂手と続叫し！てま渓の日2諸参定明照

＂ニ担栓会
福祉事業

児＇＂副上 i去

＂倍錫子但＆宅立ぴ公

老人毎祉法

時預かり喜多重

小規襖住居型児童喪曹事業

L怒設J_

土駈鼠1

i盟盤i

助産施設

県宵所

児童厚生施訟

児童霊産主鑑センター

児童由福祉増進相邸宅事業

i蓋盆l

＂＇景亨根羽箆＂＇

i盟盆i

事掃日常生活支鐘事業

:!l!－＂＇：鐘車止鑑盤

老人居宅介Illミ害事業

老人デイサービス事業

老人短期入所事業

小盟稜多機能型居宅介盟事案

E知立対応型老人共同生活担助事案

複合型サービス福祉事裳

老人デイザビスセンタ

老人短期入所施設

老人福祉センター

老人介盛主抵センター

官草書福祉サービス事業

居宅サービス事業

地蜂吉着型サービス事業

介瞳予防サービス事主

居宅サービス事霊

地縫密着型サービス事案

介置予防サービス事章

地辺町層型介箪予防ザーゼス写実

居宅サービス事案

介置予防サービス事案

地埠密着型サービス事案

地＂＇官務型介 m予防サービス草案

地縁宙着型サピス事案

岨師笠畑予防サービス写実

地織密着型サービス事業

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示 母支濁援子る及．，，＇玄F写を彬錫帯得業役務法とのし母て子行家っ庭て等いる自宿常舎生に活

。 告示

訪問介盛 。
告示 " 

定期巡回・随時対応型筋問介瞳番謹 。 告示

夜間対応型訪問介瞳 。 告示

介瞳予防訪問介麗 。 告示

通所介盛 。 告示

I'¥ *3.ご村のそと鎗かれに定らぞ介のーれ志又＂各保は農サ政が老ー注必人ビ之要福スの．を祉事行注象うょ者事のと＂し市Rて町' 

認知症対応型適所合理

白来4総業吻ことZ司合所事写．2で2会者‘2定置続依とと？ししとミ容ててにのの定同覧敢街じ更等定には書aを不を受.. 要実けさで施れ、既あすたるに事るゴ子盟予防適所介盛 。 告を忌

介瞳予防E知症対応型通所介瞳

短鏑入所生活介護 。 告示
倒｛ーを業到書翁ま受ピの所等2けス芝事IのZ耳居たお5盆変宅2事け跨更をサ案るのがー行所循渇必うビで定合塙要ス続日は合琴．た）震にけ3諸の居、政定循宅事定モナ

介盟予防短期入所生活介Ill 。 告示

小線復多後飽型居宅介瞳

九議設器自定議畠選謹需務型諜話提露器。 告示

Jl"!!I予防小娘控多復能型居宅介臨

耳知寵対応型共同生活介護 。 告示

介謹予防毘知症対応型共同生活介腫 。 告示

復の合組型合ザせーに贋ピスる（小〉規観多am笠沼宅介認及び訪問看護 。 毎号示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示

。 告示 的行がう自必事要実叫．定情ご誌7と等－にのE事変A象更＂＇者但乎と銭叫して，波岬の2指歩町定間
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一世相説主鑑事業 。 告示

渓7宏事事実業努をの行変う更事手業縫所まご※と2に多指照定が晦要．

技す常障合会る2密的た生者~こめ活及友ののをび銀日2法. 
特定相誠宜担率裳 。 告示

移動主領事案 。 告示
宅a

一般相説主揖事業 。 告示

障を言者の回
業7，；•紋5案等をの行変う更事手業続所日主ご従と2に参箱照定が必要．

社常会生生活活及をび飽
特定相践支援事裳 。 告示

す会る約たにめ支の鑓注
移動支援事宰 。 告示

使

地壇活動支援センター 。 告示 地域活動支援センター 。 告示

福祉ホーム 。 告示 福祉ホーム 。 告示

身体障害者生活訓輔等事輩 。 告示 身体障害者生活訓醜等事聾 。 告示

手話通訳事業 。 告示 手話通訳事業 。 告示

介助犬訓融事案 。 告示 介助犬訓聴率霊 。 告示

聴導犬訓盟事業 。 告示 聴導犬訓韓毒事業 。 告示

島体得隊役去害者 身体障害者福祉センター 。 告示 身体得問総公害者 身体障害者福祉センター 。 告示

補装具製作施設 。 告示 補韮異製作施政 。 告示

盲導犬訓醜施設 。 告示 盲導犬訓輔施訟 。 告示

視聴宜陣害者情報喪侠施訟 。 告示 視聴覚匝害者情報提性施設 。 告示

身体障害者のE生相盟事象 。 告示 身体障害者の更生相盟事業 。 告示

知的商害者
知的障害者の更生相曲事業 。 告示徳社五色 知福的障祉審公者 知的障害者の亙生相級事業 。 告示

生計図鑑容のための鍛料・低額 。 告示簡易住宅買付
生計田監者のための無料・j~額 。 告示簡晶住宅茸付

生計画魁者のための無料・低額 。 告示描治所等
生計困聖者のための毎科・低額 。 告示指泊所等

生計冨鍵舎のための無料・低額 。 本来診jJ!
生計園陸者のための無料・低額 。 本来診復

生計密錐者のための無料・低盟 。 ＊＇長 介箆察後詩之の介霞老人保健飽霞介瞳老人保健施睦
集計図鐙者のための錆科・低闇 。 本来 介援間険去上の介麗老人保健施盤介瞳老人保健施瞳

隣県事業 。 告示 隣保事業 。 各三示

徳祉サービス利用担助事業 。 告示 徳社サービス利用握助事業 。 告示

前項各号及び前各号の署名案に 。 告示関する連絡Zは助成 審罰有項する各連号絡及Zぴ1前ま助各成号の事業に 。 告示

0介護保険法に基づく各事業の位置付け 0介護保険法に基づく各事業の位置付け

※「区分j凋間後明・・・『本来Jとはヨ伝来柔務．「保健」とは保鍵衛生に殴する薬務、「室鋼jは医毎法人が行えないことを示す． ※「区分J欄の説明・ r本来jとは本来薬務、r保健jとは保鐙衛生に劉する薬務、「空欄Jは医療盗人が行えないことを示す．
”一

社会福祉店主 各法 ミ葬祭名‘筏t宣名等 介護保股宏 区 分 陥 ヨd• 社会循lllllま 各法 事業名‘勉E生名等 介筏健司険法 区分 備 奮

訪問入浴介瞳 訪問入浴介ill

訪問看題［訪問者援ステーションに限
保健

る．）
訪問署箆（訪問看箆ステーションに限

保鍵

る．）

訪問看窪［訪問者謹ステーションを障
〈．］

本来

訪問看謹（訪問看護ステーションを酷
く.）

本来

助問リハビリ子ーション 商問リハビリテーション

居宅療養管理指導（肪問看瞳ステーション
保健

に躍る．）
居に限宅る復．基）管理指揮（訪問看護ステーション 保健

居宅サービス事業 居を臨宅〈復．墨）管理翁'11（首都看瞳ステーション 居宅サービス事業 居宅後韮管理指導（訪問看瞳ステシヨン
を鵠（.）

適所リハビリテーション 本来 適所リハビリテーシヨン 本来

短期入所穣妥介撞 短搬入所疲婆介瞳

特定結設入居者生活介瞳（定） 保健 〔珪〉介業Eお重俊と血し塗て之詔のめ主ら妥当れs否~!It施の設肉に、取医る療．活上附宇野 特定箆世入居者ι官介護（注） 保健 （珪〕 2介義趨務保と怨し温て上盟回め該ら当れ直否E施Eの誼由こ、回a医錆．注上附帯

福祉潮具貸与 保健 領経用具貸与 保健

特定福祉周具販売 保健 特定締社用具臨発 保健

居宅介護支援事業 保健 居宅介謹主援事業 保健
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保健保健

本来本来

保健

ゆ

一

回

忠

一

郎

｝

一

一

番

一

者

－T

一－
T

’

一

捌

一

間

’

臨

一

郎

悌

一

附

一

醐

同

謹

一

一

一

一

概

肝

一

劃

一

跡

肝

合

一

世

一

団

1

一

官

一

管

主

浴

一

謹

一

盛

川

一

葺

J
一
義
）
一
叶

入

一

宮

一

宮

1
L

一
限
る
一
廉
〈
－

L

m
一

昨

一

昨

間

一

宅

限

一

割

曲

一

所

開
一
醐
7
一
醐
）
－
醐
一
向
山
一
閥
抗
一
間

滝
川
一
干
る
一
芳

ι一
浮
一
市
担
一
予
知
一
浄

畑
一
畑
湘
一
畑
一
四
一
畑
一
畑
↑
一
畑
↑
一
畑

業務ピサ防予護介

本来2伝来

介題予防短期入所療韮介趨介醸予防盟納入所復義介瞳

0;£) ft謹健肱雪上の該当面置の問、底調E上附帯
業替として詔同られる施世に閤ミ5.保健介謹予防特定l1i睦入居者生活介車｛珪〕

社
会
福
祉
怠
業
以
外

（注〕介護保躍し活上の該当施世の由 匡疲$上附得
築霊きとして盟められる施設に限る．

保健介謹予防特定施設入居者生活介護（蓮）
社
会
福
祉
事
案
以
外

介醒予曲領祉用具貸与介ii予防福祉用具貸与

保Jlt 保健

特定介瞳予防福祉用具臨亮特定介置予訪争直祉用具眠亮

保健介霞予防支援事業保健介箆予防主損事案

保健
（主〉介種保障活上の援当施訟の肉、 E療$上間帯

袋務とレて回同られ否施訟に阻る．
地織密着裂特定施設入居者生活介趨（注〉

地域密着型←ピス轄 l
絶縁密着型介理老人福祉錨段λ所者生活介護

保健
（注〕介護保院法上の践当施訟の由、医療活上附裕

幾慈として盟められる01i置に阻る．
地縮密着型特定範設入S著者生活介覆（注）

地拙間←ピス轄！

2也足首E着型介麗老人福往勉lit入所者生活介寵

けて行うl!i8のみ司
たり．医復盗人の芥

とちに．条例及び委託
、徳蝕することn暗い

こと．〉
また、委託を受ける市町村名及び奥体的

な事諜名称を定紋等＂＂＇臨す奇必裂が喝否
こと（例 。口市の宴認を告をけて行うco
事室〈プ，.，健夜＂＇にいう包括的支鋼事欝〕｝

※9 定訟容の変更手餓且原則とレて市町村
の霊託を受け奇＂＂行うことが御室である
が、委託手臨と＂＂＇替の澄 ii!李餓を並行し
て仔う＂＇合且手続の選第状況 E伴＂・定
献等の変更W~Bが後れること院やむを得
ないこι

醐
一

地

一

一

一

臨

一

臨

一

？

一

千

鵬

一

鵬

一

臨

一

眠

国

一

間

一
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一

m

E

一

隅

一

瞬

ト

一

一

醐

一

服

一

｛

畑

一

惜

一

惜

叫

一

一

割

一

一

回

一

円

鳩

一

軸

一

間

山

一

艦

釦

一

幡

ω一一川

一

間

一

間

間

一

車

躍

一

宅

除

一

所

前

一

防

一

訪

筋

一

居

市

一

層

を

一

温

情
一
冊
J
一
防
｝
一
防
一
冊
ヰ
一
防
ヰ
一
防

酔
一
睦
臨
一
世
恥
一
軒
一
軒
合
一
軒
4
一
軒

介
一
介
に
一
介
劃
一
介
一
介
テ
一
一
介
子
一
介

韓サ防予箪介

業8.市町村から霊克を受けて行う沼会のみ司
〈委託事策の実施巴当たり‘室震tc奇人の非
営利筏に留窓するととち巳、条例及び霊託
契釣置の内容に逮夜、貨問強することがない
こと．〉
また、

な

保健地埠支援事業（注）

※9.定紋等の変受手続俗、原則として市町村
の霊＂を受 It否簡に行うことが邸翌であ否
が、委託手続と定草食等＇＂＇＂更手続を盤行レ
て行う箆会は．ミ存続の逮務状況に伴い定
否定等司変更諸国巴が後れるζとはやむを得
ないこと．

保健地壇支援事課（詮〕

介... 予防日常生 1
活支銀総合事＂＇ lι活支鍾サービス事案~~~：；，~妥！盟組サービス鞘

ケアマネジメント事案ケアマオジメント事業

佳ま玄事案佳意事業

*s、※9 と同じl&"保健住占童福祉率聾〔達〕後8、淡9 と同じ扱い保健保償福祉事案（注）

介瞳保健施誼サービス

本来

介瞳集華l1i誼サービス

波問。・＂民を受 ηる翻遣問唄叉陰市切符名及UP体的な事務
｜ 名手集否定政＂に＇＂＇す＂~躍があること〈倒 00朔〈
I 市〉の雲誌を受口て告ラ00事淘

策＇＇・定＂＂の変更 E司..冨手＂＂ ι原則として細沼開暢広

指定市町村事務畳託法人の畳託事務

保健

介謹保健施設サービス

施設サービス本来

介鐘僚葺施Ill:サピス

施設サービス

指定市町村事務畳託法人由畳託事務

保健

指定都道府県事務畳託法人田畳託事務 指定都道府県事務畳託法人田畳託事務
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各都道府県知事1
与殿

各地方厚 生 局 長 ｜

［改正後全文］

医政発第03 3 0 0 5 3号

平成 19年 3月 30日

最終改正 医政発 03 3 1第 5号

平成 27年 3月 31日

厚生労働省医政局長

医療法人の附帯業務について

昨年6月 21日法律第84号をもって公布された良質な医療を提供する体制の確立

を図るための医療法等の一部を改正する法律のうち、医療法人に関する規定について

は、本年4月 1日から施行されることとなった。

これに伴い、厚生労働大臣の定める医療法人が行うことができる社会福祉事業の一

部を改正する件（平成 19年厚生労働省告示第 93号）が本年3月 30日に告示され、

同年4月 1日から適用することとされたところである。

本改正により、医療法（昭和 23年法律第 205号。以下「法」とし1う。）第42 

条各号の医療法人が行うことができる附帯業務のうち、社会福祉事業の実施（第7号）

及び有料老人ホ｝ムの設置（第8号）については、下記のとおり取り扱うこととした

ので通知する。

また、医療法人が行うことができる附帯業務を別表のとおり取りまとめたので、附

帯業務の実施に関し関係主管部局及び各市町村等との連携を図り、適正な運用に努め

られたい

なお、医療法人の附帯業務に係る既往通知（別記）については、本通知で包括した

ため廃止する。

記

第 1 改正の趣旨

医療サービスと福祉・住居サービスの融合により、地域における医療の重要な担い

手である亘療法人が必要なケアを切れ目なく提供できるよう、法第42条第 7号に基
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づき医療法人が行うことができる社会福祉事業の範囲について必要な見直しを行うと

ともに、法第42条第8号に規定する老人福祉法（昭和 38年法律第 13 3号）に基

づく有料老人ホームの設置を追加するものであること。

第2 改正の内容及び留意事項

1 附帯業務の改正の内容

医療法人の附帯業務として、次に掲げる業務を追加することとし、本年4月1日

より実施することができるものとしたこと。

なお、従前「保健衛生に関する業務J （法第42条第 6号）として行われてきた

ケアハウスに関しては、今後は法第42条第7号に基づき行われるものであること。

(1）法第42条第 7号関係

① 社会福祉法（昭和 26年法律第45号）第2条第2項中の以下各号に規定す

る第1種社会福祉事業のうち次に掲げるもの。

ただし、当該附帯業務（（ウ）を除く。）を行うことができるものは社会医療

法人に限る。

（ア）第1号

・生計困難者を無料又は低額な料金で入所させて生活の扶助を行うことを

目的とする施設（生活保護法（昭和 25年法律第 14 4号）に規定する

保護施設である宿所提供施設を除く。）を経営する事業及び生計困難者

に対して助葬を行う事業

（イ）第2号（児童福祉法（昭和 22年法律第 16 4号）関係）

・乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、知的障害児施設、知的障害

児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、

情緒障害児短期治療施設又は児童自立支援施設を経営する事業

（ウ）第3号（老人福祉法（昭和 38年法律第 13 3号）関係）

－ケアハウス

（エ）第3号の 2 （障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成 17年法律第 12 3号）関係）

・障害者支援施設を経営する事業

（オ）第6号（売春防止法（昭和 31年法律第 11 8号）関係）

・婦人保護施設を経営する事業

（カ）第7号

・授産施設（生活保護法に規定する保護施設である授産施設を除く。）を

経営する事業及び生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融通する

事業

② 社会福祉法第2条第3項各号に規定する第2種社会福祉事業のうち次に掲げ

るもの
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（ア）第1号

・生計困難者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品若しくは

これに要する金銭を与え、又は生活に関する相談に応ずる事業

（イ）第2号（児童福祉法関係）

－児童自立生活援助事業又は放課後児童健全育成事業

．子育て短期支援事業

．助産施設又は児童厚生施設を経営する事業

．児童の福祉の増進について相談に応ずる事業

（ウ）第3号（母子及び寡婦福祉法（昭和 39年法律第 12 9号）関係）

－母子家庭等日常生活支援事業又は寡婦日常生活支援事業及び母子福祉施

設を経営する事業・

（エ）第4号（老人福祉法関係）

－老人福祉センターを経営する事業

（オ）第5号（身体障害者福祉法（昭和 24年法律第 28 3号）関係）

・身体障害者生活訓練等事業、手話通訳事業又は介助犬訓練事業若しくは

聴導犬訓練事業

－身体障害者福祉センター、補装具製作施設、盲導犬訓練施設又は視聴覚

障害者情報提供施設を経営する事業

－身体障害者の更生相談に応ずる事業

（カ）第6号（知的障害者福祉法（昭和 35年法律第 37号）関係）

－知的障害者の更生相談に応ずる事業

（キ）第8号

・生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又

は宿泊所その他の施設を利用させる事業

（ク）第 11号

・隣保事業（隣保館等の施設を設け、無料又は低額な料金でこれを利用さ

せることその他その近隣地域における住民の生活の改善及び向上を図る

ための各種の事業を行うものをいう。）

（ケ）第 12号

・福祉サービス利用援助事業（精神上の理由により日常生活を営むのに支

障がある者に対して、無料又は低額な料金で、福祉サービス（社会福祉

法第2条第2項各号及び第3項第 1号から第 11号の事業において提供

されるものに限る。以下この号において同じ。）の利用に関し相談に応

じ、及び助言を行い、並びに福祉サービスの提供を受けるために必要な

手続又は福祉サ｝ピスの利用に要する費用の支払に関する便宜を供与す

ることその他の福祉サービスの適切な利用のための一連の援助を一体的

に行う事業をし1う。）
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（コ）第 13号

・社会福祉法第2条第2項各号及び第3項第 1号から第 12号までの事業

に関する連絡又は助成を行う事業

(2）法第42条第8号関係

老人福祉法第 29条第 1項に基づく有料老人ホームの設置

2 留意事項

新たに 1に掲げる事業を医療法人（(1）の①に掲げる事業（（ウ）を除く。）は社

会医療法人に限る。）が行う場合にあっては、法第 50条第 1項の規定に基づき

定款又は寄附行為（以下「定款等」としづ。）の変更が必要であること。

なお、定款等の変更に当たっては、老人福祉法又は社会福祉法その他個別法で

定められた所定の手続については、定款等の変更の認可後に行うこと。ただし、

これらの手続を並行して行う場合は、各手続の進捗状況に伴い定款等の変更の認

可日が後れることはやむを得ないこと。

また、組合等登記令（昭和 39年政令第 29号）第6条第 1項の規定により、

変更の登記が行われた際は、医療法施行令（昭和 23年政令第 32 6号）第 5条

の12の規定により変更の登記の届出が適切に行われるものであること。

（別記）

O老人訪問看護事業を行う医療法人について

（平成4年 3月31目指第29号）

0医療法人の付帯業務に係る軽費老人ホーム（ケアハウス）の設置及び運営について

（平成6年 2月7日指第9号）

0訪問看護事業を行う医療法人について

（平成6年 9月9目指第 62号）

0介護保険法の施行に係る医療法人の附帯業務の取扱い等について

（平成 11年 6月23目指第46号）

0介護保険法の施行に係る医療法人の附帯業務の取扱い等について

（平成 11年 7月 15日事務連絡）

O医療法人の附帯業務の拡大について

（平成 16年 3月31日医政発第 03 3 1 0 0 7号）

O医療法人の附帯業務の拡大について

（平成 17年 3月 30日医政発第0330002号）

O医療法人の附帯業務の見直しについて

（平成 18年 3月 31医政発第03 3 1 0 0 1号）

O医療法人の附帯業務の見直しについて

（平成 18年 9月 29日医政発第0929008号）

全日本病院協会　医療行政情報 
http://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/



（別表）

医療法人の附帯業務について

医療法人は、その開設する病院、診療所又は介護老人保健施設の業務に支障のない

限り、定款又は寄附行為の定めるところにより、次に掲げる業務の全部又は一部を行

うことができる。 （医療法第42条各号）

なお、附帯業務を委託すること、又は本来業務を行わず、附帯業務のみを行うこと

は医療法人の運営として不適当であること。

｜医療法第42条｜

匿亘医療関係者の養成又は再教育

看護師、理学療法士、作業療法士、柔道整復師、あん摩マツサ」ジ指

圧師、はり師、きゅう師その他医療関係者の養成所の経営。

後継者等に学費を援助し大学（医学部）等で学ばせることは医療関係者

の養成とはならないこと。

医師、看護師等の再研修を行うこと。

匿亘医学又は歯学に関する研究所の設置

研究所の設置の目的が定款等に規定する医療法人の目的の範囲を逸脱

するものではないこと。

匿司医療法第39条第1項に規定する診療所以外の診療所の開設

巡回診療所、医師又は歯科医師が常時勤務していない診療所（例えば、

へき地診療所）等を経営すること。

匿亘疾病予防のために有酸素運動（継続的に酸素を摂取して全身持久力に関す

る生理機能の維持又は回復のために行う身体の運動をいう。）を行わせる

施設であって、診療所が附置され、かつ、その職員、設備及び運営方法が

厚生労働大臣の定める基準に適合するものの設置（疾病予防運動施設）

附置される診療所については、

① 診療所について、医療法第 12条の規定による管理免除又は 2か所

管理の許可は原則として与えないこと。

②診療所と疾病予防運動施設の名称は、紛らわしくないよう、別のも

のを用いること。

③既設の病院又は診療所と同一の敷地内又は隣接した敷地に疾病予防

運動施設を設ける場合にあっては、当該病院又は診療所が疾病予防運

動施設の利用者に対する適切な医学的管理を行うことにより、新たに

診療所を設けなくともよいこと。

※「厚生労働大臣の定める基準Jについては、平成4年 7丹1日庫生省
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告示第 18 6号を参照すること。

匿自疾病予防のために温泉を利用させる施設であって、有酸素運動を行う場所

を有し、かっ、その職員、設備及び運営方法が厚生労働大臣の定める基準

に適合するものの設置（疾病予防温泉利用施設）

温泉とは温泉法（昭和 23年法律 12 5号）第2条第 1項に規定する

ものであること。

疾病予防のために温泉を利用させる施設と提携する医療機関は、施設

の利用者の健康状態の把握、救急時等の医学的処置等を行うことのでき

る体制になければならないこと。

※「厚生労働大臣の定める基準Jについては、平成4年 7月1日厚生省

告示第 18 6号を参照すること。

匿自保健衛生に関する業務

保健衛生上の観点から行政庁が行う規制の対象となる業務の全てをい

うのではなく、次の I、Hに記載される業務であること。

I .直接国民の保健衛生の向上を主たる目的として行われる以下の業務

であること。

①薬局

② 施術所（あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法

律、柔道整復師法に規定するもの。）

③ 衛生検査所（臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律に規定す

るもの。）

④ 介護福祉士養成施設（社会福祉士及び介護福祉士法に規定するも

の。）

⑤ 介護職員養成研修事業（地方公共団体の指定を受けて実施するも

の。）

⑥ 難病患者等居宅生活支援事業（地方公共団体の委託を受けて実施す

るもの。）

⑦ 介護保険法に規定する訪問介護、通所介護、通所リハピリテーシヨ

ン、短期入所生活介護、短期入所療養介護、認知症対応型通所介護、

小規模多機能型居宅介護、介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介

護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予

防短期入所療養介護、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規

模多機能型居宅介護、介護予防小規模多機能型居宅介護若しくは複合

型サービス（小規模多機能型居宅介護及び訪問看護の組合せに限る。）

又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に

いう障害福祉サービス事業、一般相談支援事業、特定相談支援事業、

移動支援事業、地域活動支援センター若しくは福祉ホームにおける事

業と連続して、又は一体としてなされる有償移送行為であって次に掲
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げるもの。

ア 道路運送法（昭和 26年法律第 18 3号）第4条第 1項の規定に

よる一般旅客自動車運送事業

イ 道路運送法第43条第 1項の規定による特定旅客自動車運送事

業

ウ 道路運送法第 78条第 3号又は第 79条の規定による自家用有

償旅客運送等

※ 介護保険サービス、障害福祉サービスとの関連性が求められ、

保険給付の対象とはならず実費徴収の対象となる業務であるこ

と。例えば、 「乗降介助」の際の移送事業部分の実費徴収、通所

サービス等における遠隔地からの送迎費の実費徴収などについ

て、道路運送法の規定により許可を得て行う業務であること。

※ノ道路運送法の許可を得ずに介護保険サービス又は障害福祉サ

ービスの対象となる移送事業を行うことはできないこと。

※ いわゆる「介護タクシー」のように旅行や買い物といった介護

保険サービス、障害福祉サービスとの関連性を有しない業務は当

該有償移送行為に該当せず、医療法人の附帯業務ではないこと。

③ 介護保険法にいう居宅サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防

サービス事業、介護予防支援事業、地域密着型サービス事業、地域支

援事業、保健福祉事業、指定市町村事務受託法人の受託事務及び指定

都道府県事務受託法人の受託事務のうち、 J,jlj添において「保健衛生に

関する業務Jとするもの。

⑨ 助産所（改正法第2条に規定するもの。）

⑩ 歯科技工所（歯科技工士法に規定するもの。）

⑪ 福祉用具専門相談員指定講習（介護保険法施行令に規定するもの。）

⑫ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 23年法律第 32号。）

第5条に規定するサービス付き高齢者向け住宅の設置。ただし、都道

府県知事の登録を受けたものに限る。

※1 高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法

律（平成23年法律第74号。以下「改正法」とし寸。）の施

行の際現に改正法による改正前の高齢者の居住の安定確保に関

する法律（平成 13年法律第26号）第4条に規定する高齢者

円滑入居賃貸住宅の登録を受けている高齢者専用賃貸住宅であ

って、医療法人が設置しているものについては、改正法の施行

後も、その要件を継続して満たし、その居住者に対し、次に掲

げるいずれかのサービスの提供を継続的に行うことを約してい

るものに限り、当面の問、医療法人が設置することができるも

のとすること。
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(1) 居住者に対する生活指導や相談に応じるサーどス

(2) 居住者の安否を定期的に確認するサービス

(3) 居住者の容体急変時における応急措置、医療機関への通

報等の緊急時対応サービス

※2 高齢者の居住の安定確保に関する法律の一部を改正する法律

（平成 21年法律第 38号。以下「平成21年改正法」という。）

附則第 1条第 1号に掲げる規定の施行の際現に平成 21年改正

法による改正前の高齢者の居住の安定確保に関する法律第4条

に規定する高齢者円滑入居賃貸住宅の登録を受けている高齢者

専用賃貸住宅で、あって、医療法人が設置しているものについて

は、平成 21年改正法附則第4条第 1項の規定により登録の効

力が失われた場合で、あっても、その要件を継続して満たし、上

記（ 1 ）から（ 3 ）までに掲げるいずれかのサービスの提供を

継続的に行うことを約しているものに限り、当面の問、医療法

人が設置することができるものとすること。

※3 ※1及び※ 2については、賃貸住宅の戸数を増やしてはなら

ない

⑬ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整

備等に関する法律（昭和 60年法律第 88号。以下「労働者派遣法J

としづ。）第2条第5号に掲げる特定労働者派遣事業であって、労働

者派遣法第4条第 1項第3号及び労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律施行令（昭和 61年

政令第 95号。以下「労働者派遣法施行令」としづ。）第 2条第 1項

の規定により派遣労働者に従事させることが適当でないと認められる

業務から除外されている労働者派遣で次に掲げるもの。

(1）労働者派遣法施行令第2条第 1項各号に掲げる業務

ア 労働者派遣法第2条第6号に掲げる紹介予定派遣をする場合

イ 労働者派遣法第40条の 2第 1項第 3号又は第4号に該当する

場合

ウ 労働者派遣法施行令第 2条第 1項各号に規定する施設又は居宅

以外の場所で行う場合

(2）労働者派遣法施行令第2条第 1項第 1号に掲げる業務

エ 派遣労働者の就業の場所が労働者派遣法施行令第 2条第2項に

規定するへき地にある場合

オ 派遣労働者の就業の場所が地域における医療の確保のためには

労働者派遣法施行令第 2条第 1項第 1号に掲げる業務に業として

行う労働者派遣により派遣労働者を従事させる必要があると認め

られるものとして労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労
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働者の就業条件の整備等に関する法律施行規則（昭和 61年労働

省令第20号）第1条第 1項各号に掲げる場所（へき地にあるも

のを除く。）である場合（ただし、霞療法施行規則（昭和 23年

厚生省令第 50号）第30条の 33の2第2項により、業として

労働者派遣を行うことができる医療法人は、病院又は診療所を開

設する医療法人に限る。）

⑭ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第7

7条に規定する地域生活支援事業として実施する日中一時支援事業

（地方公共団体の委託又は補助を受けて実施するもの。）

⑮ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 12 3号）

第34条に規定する障害者就業・生活支援センター

⑬ 健康保険法（大正 11年法律第 70号）第 88条第 1項に規定する

訪問看護事業

⑪ 学校教育法（昭和 23年法律第 26号）第 1条に規定する学校、 同

法第 12 4条に規定する専修学校及び同法第 13 4条第 1項に規定す

る各種学校並びに児童福祉法（昭和 22年法律第 16 4号）第 39条

第1項に規定する保育所及び同法第 59条第 1項に規定する施設のう

ち、同法第 39条第 1項に規定する業務を目的とするもの（以下、「認

可外保育施設」としづ。）において、障害のある幼児児童生徒に対し、

看護師等が行う療養上の世話又は必要な診療の補助を行う事業

※ 病院又は診療所によるものは、医療法人の本来業務に該当するこ

と。

⑬認可外保育施設で、あって、地方公共団体がその職員、設備等に関す

る基準を定め、当該基準に適合することを条件としてその運営を委託

し、又はその運営に要する費用を補助するもの。

⑮ 医療法人の開設する病院又は診療所の医師が栄養・食事の管理が必

要と認める患者で、あって、

当該医療法人が開設する病院若しくは診療所に入院していた者若

しくは通院している者、

又は当該医療法人が開設する病院、診療所若しくは訪問看護ステ

ーションから訪問診療若しくは訪問看護を受けている者

に対して、当該医療法人が配食を行うもの。

※ なお、例えば3年前に入院して現在は受診していないような者は

対象外となること。

⑫ 児童福祉法（昭和 22年法律第 16 4号）第6条の 3第9項に規定

する家庭的保育事業、同条第 11項に規定する居宅訪問型保育事業及

び同条第 12項に規定する事業所内保育事業。

※ 事業所内保育事業に限っては委託する場合も認めること。
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II. 国際協力等の観点から、海外における医療の普及又は質の向上に資

する以下の業務であること。

⑫ 海外における医療施設の運営に関する業務

※ 当該業務を実施するに当たり必要な現地法人への出資も可能と

すること。その際、出資の価額は、繰越利益積立金の額の範囲内と

する。

※ 具体的な運用に当たっては、 「医療法人の国際展開に関する業務

についてJ （平成26年医政発 03 1 9第 5号厚生労働省医政局長

通知）を参照すること。

医司社会福祉法第2条第2項及び第3項に掲げる事業のうち厚生労働大臣が定

めるものの実施

※ 平成 10年2月9日厚生省告示第 15号及び本通知の別添を参照する

こと。

※ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成 18年法律第 77号）第3条第2項第2号の認定こども園（た

だし、保育所型のみ。）の運営は、上記告示の第 1項第2号ハに包括さ

れること。

匿司有料老人ホームの設置（老人福祉法に規定するもの。）

留意事項

1.役職員への金銭等の貸付は、附帯業務ではなく福利厚生として行うこと。この

場合、全役職員を対象とした貸付に関する内部規定を設けること。

2. 医療従事者の養成施設に通う学生への奨学金の貸付は、医療法人が開設する医

療施設の医療従事者確保の目的の範囲内において、奨学金の貸付に関する内部規

定を設けるなど適切に行われる限り、差し支えないこと。

3. 第7号については、社会医療法人のみに認められるものがあること。

4. 定款等の変更認可申請とは別に、個別法で定められた所定の手続（許認可、届

出等）を要する場合があること。この場合、個別法の手続の前に定款等の変更認

可申請をする必要があるが、手続を並行して行う場合は、各手続の進捗状況に伴

い、定款等の変更認可日が後れることは、やむを得ないこと。
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（別添〉

0社会福祉法に基づく社会福祉事業の位置付け

.r医療法人j繍の鋭明・・『OJIま全医療治人が対象、「＠』は社会医療法人のみが対象

.r区分j織の脱明・....r本来JとIi本来業務、f告示Jとは平成10'F厚生省告示鮪15号、「保健」とは保健衛生に聞する宗務、r＇.＜！＇.繍Jは医療法人が行えないことを示す．

社会福祉法 各法 事車名、施設名等 升ii保険法制度におけるサービス・事畢等 医療法人 区分 儀 考

救随施段

更生協陵

生活保回途

でを生λ計目所的困さと斑せす者るてを簡生無段活料の又桂は助定在額行なう料こ金と ＠ 告示 生活保を除謹〈法．上町樟謹施設で晶る宿所提供
施設

生計困難者に対する助葬 ＠ 告示

乳児院 ＠ 告示

母子生活支短施設 ＠ 告示

児童養護施設 ＠ 告示

※1児童縞祉法上の指定を受けること．

児童橋訟法

※2道必更進が手妙定府蔓後で続状れ紋県あ況等のをる並るこ指にのとが行伴変定は、しをい更指やて受、手定む行定け続手をう紋る！鳩ま得続等前．な合との原に定いl変行丸則以こ車うと手と等こし健．続とのて司がの銘変臼
障密児入所施醤 ＠ 告示

第穆一祉種事社業会

情緒障害児短期治療施設 ＠ 告示

児童自立支媛施設 ＠ 告示

養謹老人ホーム

老人絹祉法 特別養凶老人ホーム 施設サービス 介護福祉施設サービス

軽費老人ホム（注） 。 告示 （；主）ケアハウスのみ可

慢待常社総す害生合会法る者活生的た律にの及活め支ぴを日の障i!i者支鍾施設 ＠ 告示

売春紡ltl金 婦人保護施設 ＠ 告示

綬産施設 ＠ 告示 生を除活〈慢。護法上田慢種施設であるI量産施設

生世計利函で間制企者をに融対通してす無る利申書子又は ＠ 告示 都抽よる過祉手府資続県金在社酎経会付た福務事集祉業協等議であ会っが行ってい福る祉生法活I て、社会 こ

生計困難者に対する金銭等供与 。 告示

生計四脱者に対する生活相談 。 告示

生自立活閤支銀窮法者 認定生活閤窮者就労訓練車果 。 告示

障l!i児適所支催事業 。 告示

陣容児相餓支援事業 。 告示

児童自立生活健助事業 。 告示

放課後児童健全育成事業 。 告示

子育て短期支媛事業 。 告示

乳児家庭全戸訪問事業 。 告示

養育支接訪問事業 。 告示

地峨子育て支媛拠点事業 。 告示

一時預かり事業 。 告示

児童信色i法

小規模住最型児童養育事業 。 告示

小規模保育事業 。 告示

病児保育事業 。 告示

子育て媛助活動支援事業 。 告示

助産施設 。 告示

保育所 。 告示

児童厚生施殴 。 告示

児童家庭支援セン世一 。 告示

児童の福祉増進相談事業 。 告示

著書幼営す保る連率携業型認定こども圏在経 。 告示

母子草庭日常生活支損事業 。 告示
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寡Bl子子婦並及掲びび経！こ父法

虫干家庭日常生活支媛事車 。 告示

寡婦日常生活支援事業 。 告示 母串日子常を附E生帯日活集支記積子極と並事しび車てにE行事l玄っ締武て福子い祉る稼塙法車古の生に母活限子支る草団．直事

母子・父子福祉施股 。 告示

居宅サービス事業 訪問介護 告示
「＼

0 ・

定期巡回・随時対応型訪問介Ill看護 。 告示

老人居宅介随等事業 地域寵着型サービス事業

ll<間対応型訪問介護 。 告示

介Ill予防サービス事業 介謹予防訪問介護 。 告示

居宅サービス事業 通所介護 。 告示

※3の村ごそと指かれに定らぞ介の、れ担E量巷保l託主サ険、が老ー法必人ビ上要福スの．を祉君事行法象う上者事のと業市し所て町

I也按密着型サービス事業 認知症対応型通所介護

老人デイサービス事業

※4堪附業」と2帯所古事．聾集では、定者簡新と位とたしし等にてての定同由蛮軟じ指亘事定にl業まIをE不を畳聾実要！さ？で施れ、既あすたるにる事介護予防サービス事業 介護予防通所介護 。 告示

第館二a窪i事社象会 地織密着型合陸予防サービス事泉 介設予防認知症対応型遇所介趨

居宅サービス事業 短期入所生活介護 。 告示
倒（をー別象軟指畳ピの所等定スけ事にの居Rた詩象お産宅期集所け宣サ療在る由が行ム所指塙必うピで定合唱要ス斬をは合．事た畳）‘業に当けの居苗、指定宅硝定サ

老人短期入所事業

老人緩むii去 介護予防サービス事業 介護予紡短期入所生活介謹 。 告示

地減宿着型サービス事業 小規模多機能裂居宅介護6

訴前相i謀陣号務叉議帥機官帥官輯~~~~主小規模霊長機能型居宅介護事業 。 告示

地情密着型It陸予防サービス事業 介箆予防小銃模多機能型居宅介護

地蛾密着型サービス事業 認知症対応型共同生活介護 。 告示

既知症対応型老人共間生活1妥助事象
絶域密翁笠介11予防ザーピス窃菜 介護予防認知症対応裂共同生活介護 。 告示

複合型サービス福祉事業 地域密着型サービス事業 銀の合組型合サせー！こEビRスる（．小）煩彼多担縫製居宅介随及t:HJ;吊司君臨 。 告示
ノ

老人デイサービスセン告ー 。 告示

老人短期入所施霞 。 告示

老人福祉セン聖一 。 告示

老人介護支緩センヲー 。 告示

障害福祉サービス事業 。 告示 f、、，行が必問う事要回謹：・定所駄ごと等にの栴量集買者手と輯しiてま議の長2指多定照

一般相談支媛事業 。 告示

慢常同社総す苗生会合法る者活主的主た律の及に活め支びを日の

※7定款事象等をの行宜う亘事手業続所はご摂と2にt場指開定が必要．

特定相t車支媛事業 。 告示

移動支援事業 。 告示

地域活動支援セン9ー 。 告示

億祉ホーム 。 告示

身体陣容者生活訓練等事業 。 告示

手話通訳事業 。 告示

介助犬訓練事業 。 告示

聴導犬訓練事業 。 告示

／ 身館体障組害法者 身体陣容者福祉センヲー 。 告示

捕装具製作施訟 。 告示

盲導犬訓練施段 。 告示

視聴覚障害者情報提供施設 。 告示

身体障害者の更生相談事業 。 告示

知的語稼紙害法者 知的障害者の更生相談事業 。 告示

生額計簡図易録住者宅の貸た付めの鱗料・｛¥t 。 告示

生額計宿図泊所鍛者等のための銅料・低 。 告示

生額計診函療般者のための鰐料・｛It 。 本来

生額計介護図版老者人の保た健め施の設鏑料・低 。 本来 介謹保険法上回介謹老人保健施設

隣保事業 。 告示

福litサービス利用健助事業 。 告示

関前項する各連号絡車又びは前助各成号の事業に 。 告示
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0介護保険法に基づく各事業の位置付け

※『区分」欄の説明・・・「本来」とは本来車務、f保健jとlま保健衛生に関する畢務、rill欄JIま医療法人が行えないことを示す．

社会福祉法各法 事車名、健践者等 介誼保険法 区分 備 害

訪問入浴介護

訪問看護（訪問看護ステーシヨンに限
保健

る。）

訪〈。問）看護（訪問看随ステーシヨンを除

本来

訪問リハビリテーシヨン

居宅療養管理指導（訪問看護ステーシヨン
保健

に限る。）

居宅サービス事業 居を除宅〈療。養）管理指導（訪問看護ステーション

通所リハビリテーション 本来

短期入所擦養介護

特定施設入居者生活介護(i主） 揮鍵 （注〉業介護務保と篠活上の該当施設の肉、限震る療．法上附帯
して認められる施設に ． 

福祉用具貸与 埠健

特定福祉用具販売 保健’

居宅介護支媛事業 保健

介畿予防訪問入浴介護

保健
介護予防防陪看護（訪問看護ステーション
に限る。）

介をII味＼予。防）訪問題縫（訪問看護ステーション

本来

介IU予妨訪問リハビリテ ション

介護予防居宅僚養管理指導（訪問看護ス
保健

テーションに限る。）

介鐙予防サービス事業 テ介ー麹シ予ョ防ン居を宅除療くe養管理指導（訪問看護ス

介護予防適所リハビリテーション 本来

介iU予防短期入所療義介護

4会士 介護予防特定施設入居者生活介護（注） 保健 （注）業介護務保と険活上の該当施設(J;内、医療活上間帯

？低家業~ 
レて認められる施設に限る.' 

介議予防縮紐用具貸与

以 保健
外 特定介護予防福祉用具販売

介護予防支援事業 保健

地情密着裂特定施設入居者生活介護（注） 保健 （注〕業介護務保と際法上の該当施設の肉、娘医療活上E世帯

地域密着型サービス事菜、、
して認められる施設にる．

地培宙着型介護老人情祉施設入所書生活介盟

介護予防車業

介車護業予防ケアマネジメント

総合相談支掻車業 ※8，宮契（霊市本約J町託世臨柑事に町が業留内目意容ら霊託在費けて行、、す医畢うる慢療例こ古法及との人びがみな目歪司非託い実す施るにと当とたもり
包括的支鍾事聾 に遺臣、 1~＇蝕こ、するこ

権利｜車世事業 こと ） 

なこ事まと業だ（ 歪称：0毘在定0在款量市害のりる市E町載村す名且血豆び具が体あ的

地織支媛事業（注） 包メン括ト的支・援継事続車的ケアマネジ 保健 〉 名倒 霊に託在受る口て行う00る
事業（打撞障問）査にいう包Iii的支信事揖〉）

予防サービス草草
※9のが定蓋、款託霊託耳在畳手の亜続け更ると前手定続詰に箸は行、のう原聖こ更則とが手と必続して要を市で並町あ行村るし

介活趨支予鰻防飽食・日事常象生 生活支媛サービス車車 て款珪行暑いうのこ国韮と合は、手続の進捗状況に伴い、定蟹認百日が世れること世情古在需

ケアマネジメント事串

任意事業

保健福祉事業（注） 樺僅 ※白、※日 と同じi品い

介護保健施設サービス

施設サービス 本来

介護療養施設サービス

指定市町村事務受託法人の受託事務

後10市名雲称〉氏をの定委を受以託げ壱を受るに記け都道載て府す行県るう又必0ほ要0市が穆普町あ〕柑る名こ及とび（異例体的Cな口事県務（ 

保健

※1 1.お定け数る暑湾の人変の更指初定司をe受iけE手る続的はに．行原う則こととがして必都要趨で向あ調るがに

指定都道府県事務受託法人の受託事務
る

5介う主、婦彊ヨ主婦 ー付随するちのとる，

全日本病院協会　医療行政情報 
http://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/




